
 

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例（平成２８年３月３０日京都市条例

第   号）（都市計画局建築指導部建築審査課） 

  長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定に係

る基準の改正等に伴い，新たに手数料を定め，又は改める必要があるため，次のとおり

改正することとしました。 

１ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定

に係る基準が改められることに伴い，新たに増築又は改築に係る長期優良住宅建築等

計画の認定に関する事務に係る手数料を定めることとしました。 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行により，建築物エネルギー

消費性能向上計画認定制度及び建築物エネルギー消費性能基準適合認定制度が創設

されることに伴い，これらの制度における認定に関する事務に係る手数料を定めると

ともに，これに合わせて，都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定に関する事務に係る手数料を改めることとしました。 

 この条例は，平成２８年４月１日から施行することとしました。 
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 京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成２８年３月３０日 

京都市長  門 川 大 作   

 

 

京都市条例第   号 

   京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例 

 京都市都市計画関係手数料条例の一部を次のように改正する。 

第１２条を第１３条とし，第９条から第１１条までを１条ずつ繰り下げ，第８条の次に

次の１条を加える。 

（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく事務に係る手数料の徴収） 

第９条 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（別表第９において「法」とい

う。）の規定に基づく事務について，同表に掲げる手数料を徴収する。 

 別表第７手数料（１件につき）の欄を次のように改める。 

手  数  料  （  １  件  に  つ  き  ） 

新 築 増 築 又 は 改 築 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

円

１８，０００ 
円

２２，０００ 
円

８０，０００ 
円

２７，０００ 
円 

１２０，０００ 

３４，０００ ４８，０００ １０３，０００ ５０，０００ １５４，０００ 

５５，０００ ７７，０００ １２５，０００ ８１，０００ １８６，０００ 

９８，０００ １３７，０００ １６９，０００ １４４，０００ ２５０，０００ 

１８，０００ ２９，０００ ７９，０００ ２７，０００ 1１８，０００ 

３４，０００ ６７，０００ １１７，０００ ５０，０００ １７５，０００ 

５５，０００ １０７，０００ １８４，０００ ８１，０００ ２７４，０００ 

９８，０００ ２０４，０００ ３８１，０００ １４４，０００ ５６８，０００ 

１７１，０００ ３３８，０００ ７３０，０００ ２５１，０００ １，０９０，０００ 

２９６，０００ ５０８，０００ １，２４２，０００ ４３５，０００ １，８５４，０００ 

５４７，０００ ９２４，０００ ２，３２６，０００ ８０３，０００ ３，４７１，０００ 

７７３，０００ １，２５７，０００ ３，５７３，０００ １，１３３，０００ ５，３３３，０００ 

９２８，０００ １，５２６，０００ ４，８０９，０００ １，３６１，０００ ７，１８２，０００ 

６，１００ ６，１００ ６，１００ ６，１００ ６，１００ 

６，１００ ６，１００ ６，１００ ６，１００ ６，１００ 
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 別表第７備考２中「Ａの欄」の右に「及びＤの欄」を，「Ｃの欄」の右に「及びＥの欄」

を加え，同備考３中「区分」の右に「及び新築又は増築若しくは改築の別」を，「同項Ａの

欄」の右に「又はＤの欄」を，「同項Ｃの欄」の右に「又はＥの欄」を加える。 

 別表第８備考以外の部分を次のように改める。 

種 別 区       分 
手 数 料 （ １ 件 に つ き ） 

Ａ Ｂ Ｃ 

法第５３条第１

項の規定に基づ

く低炭素建築物

新築等計画（同項

に規定する低炭

素建築物新築等

計画をいう。以下

この表において

「計画」という。）

の認定又は法第

５５条第１項の

規定に基づく計

画の変更の認定

の申請に対する

審査（これらの認

定の申請に併せ

て，法第５４条第

２項（法第５５条

第２項において

準用する場合を

含む。）の規定に

基づく申出があ

っ た も の を 除

く。） 

住 宅

部 分

（ 人

の 居

住 の

用 に

供 す

る 建

築 物

の 部

分 を

いう。

以 下

同

じ。）

一 戸

建 て

の 住

宅 

２００平方メートル未満の面積
円 

５，０００  
円 

３４，０００ 

２００平方メートル以上の面積 ５，０００  ３８，０００ 

共 同

住 宅

等 

３００平方メートル未満の面積 ９，０００  ６８，０００ 

３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満の面積 
２０，０００  １１４，０００ 

２，０００平方メートル以上５，００

０平方メートル未満の面積 
４４，０００  １９３，０００ 

５，０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満の面積 
７９，０００  ２７７，０００ 

１０，０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満の面積 
１１８，０００  ５３７，０００ 

２５，０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満の面積 
１８０，０００  ９５３，０００ 

５０，０００平方メートル以上の面積 ２７４，０００  １，７５６，０００ 

非住宅部分（住

宅部分以外の

建築物の部分

をいう。以下同

じ。） 

３００平方メートル未満の面積 ９，０００ 
円

８６，０００ ２２４，０００ 

３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満の面積 
２６，０００ １４４，０００ ３６３，０００ 

２，０００平方メートル以上５，００

０平方メートル未満の面積 
７９，０００ ２３３，０００ ５１８，０００ 

５，０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満の面積 
１２５，０００ ３０４，０００ ６３８，０００ 

１０，０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満の面積 
１５８，０００ ３６６，０００ ７５４，０００ 

２５，０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満の面積 
１９８，０００ ４２９，０００ ８６１，０００ 

５０，０００平方メートル以上の面積 ２７７，０００ ５５６，０００ １，０７３，０００ 

 別表第８備考２中「Ｂの欄は」の右に「，計画が同項第１号に掲げる基準に適合するこ

とについてあらかじめ市長が定める方法により計算された建築物の部分について，Ｃの欄

は」を加え，同備考４中「変更に係る」を「変更後の」に改め，「建築物の部分」の右に「（当

該変更が住宅部分又は非住宅部分のいずれかのみに係るものである場合にあっては，その



いずれかの部分）」を加え，同表の次に次の１表を加える。 

別表第９（第９条関係） 

種 別 区       分 
手数料（１件につき） 

Ａ Ｂ Ｃ 

 法第２９条第

１項の規定に

基づく建築物

エネルギー消

費性能向上計

画（同項に規定

する建築物エ

ネルギー消費

性能向上計画

をいう。以下こ

の表において

「計画」とい

う。）の認定又

は法第３１条

第１項の規定

に基づく計画

の変更の認定

の申請に対す

る審査（これら

の認定の申請

に併せて，法第

３０条第２項

（法第３１条

第２項におい

て準用する場

合を含む。）の

規定に基づく

申出があった

ものを除く。） 

住宅

部分

一戸

建て

の住

宅 

２００平方メートル未満の面積
円

５，０００  
円

３４，０００ 

２００平方メートル以上の面積 ５，０００  ３８，０００ 

共同

住宅

等 

３００平方メートル未満の面積 ９，０００  ６８，０００ 

３００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満の面積 
２０，０００  １１４，０００ 

２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満の面積 
４４，０００  １９３，０００ 

５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満の面積 
７９，０００  ２７７，０００ 

１０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満の面積 
１１８，０００  ５３７，０００ 

２５，０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満の面積 
１８０，０００  ９５３，０００ 

５０，０００平方メートル以上の面積 ２７４，０００  １,７５６，０００ 

非住宅部分 

３００平方メートル未満の面積 ９，０００ 
円

８６，０００ ２２４，０００ 

３００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満の面積 
２６，０００ １４４，０００ ３６３，０００ 

２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満の面積 
７９，０００ ２３３，０００ ５１８，０００ 

５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満の面積 
１２５，０００ ３０４，０００ ６３８，０００ 

１０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満の面積 
１５８，０００ ３６６，０００ ７５４，０００ 

２５，０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満の面積 
１９８，０００ ４２９，０００ ８６１，０００ 

５０，０００平方メートル以上の面積 ２７７，０００ ５５６，０００ １，０７３，０００ 

 法第３６条第

１項の規定に

基づく建築物

エネルギー消

費性能基準（法

第２条第３号

に規定する建

築物エネルギ

ー消費性能基 

 一戸

建て

の住

宅 

２００平方メートル未満の面積 ５，０００ １７，０００ ３４，０００ 

  
２００平方メートル以上の面積 ５，０００ １８，０００ ３８，０００ 

   ３００平方メートル未満の面積 ９，０００ ３２，０００ ６８，０００ 

   ３００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満の面積 
２０，０００ ５６，０００ １１４，０００ 

 住宅

部分  
２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満の面積 
４４，０００ １０２，０００ １９３，０００ 



 準をいう。

以下同じ。） 

 共同

住宅 

５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満の面積 
７９，０００ １５４，０００ ２７７，０００ 

 に適合して

いる旨の認定 

 等 １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満の面積 
１１８，０００ ２７３，０００ ５３７，０００ 

 の申請に対す

る審査 

  ２５，０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満の面積 
１８０，０００ ４６５，０００ ９５３，０００ 

   ５０，０００平方メートル以上の面積 ２７４，０００ ８２０，０００ １，７５６，０００ 

  

非住宅部分 

３００平方メートル未満の面積 ９，０００ ８６，０００ ２２４，０００ 

  ３００平方メートル以上２，０００平方

メートル未満の面積 
２６，０００ １４４，０００ ３６３，０００ 

 ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満の面積 
７９，０００ ２３３，０００ ５１８，０００ 

 ５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満の面積 
１２５，０００ ３０４，０００ ６３８，０００ 

 １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満の面積 
１５８，０００ ３６６，０００ ７５４，０００ 

 ２５，０００平方メートル以上５０，０

００平方メートル未満の面積 
１９８，０００ ４２９，０００ ８６１，０００ 

 ５０，０００平方メートル以上の面積 ２７７，０００ ５５６，０００ １，０7３，０００ 

 備考１ 区分の欄に掲げる面積は，同欄に掲げる部分の床面積の合計とする。 

   ２ Ａの欄及びＢの欄は，それぞれ次に掲げる建築物の部分について，Ｃの欄は，

その他の建築物の部分について，それぞれ適用する。 

      Ａの欄 次に掲げる申請の区分に応じ，それぞれ次に掲げる基準に適合する

ことについて確認することができる書類として市長が定めるものが申請書に

添付されている建築物の部分 

     ア  の項の申請 法第３０条第１項各号に掲げる基準 

     イ  の項の申請 建築物エネルギー消費性能基準 

      Ｂの欄 次に掲げる申請の区分に応じ，それぞれ次に掲げる基準に適合する

建築物の部分として申請されたもの（ に掲げるものを除く。） 

     ア  の項の申請 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（以下「基

準省令」という。）第８条第１号イ 及び同号ロ に掲げる基準 

     イ  の項の申請 住宅部分にあっては基準省令第１条第１項第２号イ 及び

同号ロ に掲げる基準，非住宅部分にあっては同項第１号ロに掲げる基準 

   ３  の項又は の項の申請に係る建築物の部分が複数の用途の区分にわたる場合

における手数料は，当該区分ごとにこの表に掲げる額の合計額とする。 



   ４  の項の申請において，法第３１条第１項の規定に基づく計画の変更の認定に

係る床面積の合計は，当該計画の変更後の建築物の部分（当該変更が住宅部分又

は非住宅部分のいずれかのみに係るものである場合にあっては，そのいずれかの

部分）の床面積（増加する部分がある場合は，当該部分の床面積に２を乗じて得

たものに，増加する部分以外の部分の床面積を加えたもの）に２分の１を乗じて

得た面積とする。 

   ５  の項の申請において，法第３０条第２項（法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく申出があった場合の手数料は，建築物の部分の用

途の区分に応じこの表に掲げる額に，次に掲げる額を加算した額とする。 

      当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確認の申請

であるとしたならば，別表第１の規定により納入すべき同表 の項に掲げる額。

この場合において，当該申出が法第３１条第２項において準用する法第３０条

第２項の規定に基づくものであるときは，同表 の項に掲げる床面積の合計は，

計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては，

当該増加する部分の床面積）について算定する。 

      当該申出に係る審査において建築基準法第６条の３第１項ただし書に規定す

る建築主事が特定構造計算基準等適合審査を行うときは，当該申出が同法第６

条第１項の規定に基づく建築物に係る確認の申請であり，かつ，当該申請にお

いて特定構造計算基準等適合審査を行うとしたならば，別表第１備考４の規定

により同表 の項に掲げる額に加算すべき額 

      計画にエレベーター又はエスカレーターに係る部分が含まれているときは，

エレベーター又はエスカレーター１基につき９，０００円 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例の施行の日前の申請に係る手数料については，なお従前の例による。 

（都市計画局建築指導部建築審査課） 


